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りに努めることによって、災害時においても高齢者が安全で安心して暮らせるまちづくりを

めざします。 

特に、2020（令和 2）年に入ってまもなくして、新型コロナウイルス感染症が全国的に蔓延

する事態となりましたが、そのような状況下であっても、できる限り平常時と変わりなく、高齢

者が必要な時に必要なサービスを受けることができるよう、危機管理、医療、福祉分野が連携し

て支援する体制整備に努めます。 

高齢者は、健康状態、経済力、家族構成、住居等が個々の状況に応じて多様であることか

ら、高齢者像を一律に捉えることはできません。高齢期は、介護を必要とする人がいる一方

で、趣味や社会活動への参加など、自らの価値観にしたがって能動的・主体的な生活を送る

時期でもあります。 

このような状況に対応するためには、高齢者自らが健康な状態を認識し、要介護状態にな

ることを予防する取組みを進めることができるよう支援をしていく必要があります。また、

長年培った知識や経験など自身の持てる力を最大限活かし、高齢者自らが介護予防に向けた

活動の担い手となることで、高齢者の社会参加や生きがいづくりに資することができるよう

施策の展開を図ります。 

また、ともに生きともに支え合い、だれもが自分らしく安心して暮らせる地域、さらにみ

んなが生活をともに楽しむ地域にしていくという地域福祉の考え方を踏まえ、地域住民をは

じめとしたボランティアやＮＰＯ等の多様な主体の参画を促しつつ、地域のすべての人が相

互に協力しながら、それぞれの役割を積極的に果たすことにより、高齢者本位のきめ細かい

施策を進めるとともに、意欲と能力のある高齢者には、地域の中で支える側にまわっていた

だくなど、高齢者は地域福祉の担い手でもあるという高齢者自身の自立意識の醸成にも努め

ます。 

さらに、近年では、高齢者虐待、高齢者に対する詐欺事件等、高齢者をめぐる様々な問題

が生じていますが、これらは高齢者に対する重大な権利侵害です。大阪市の「人権尊重の社

会づくり条例」前文に掲げる市民「一人ひとりの人権が尊重され、すべての人が自己実現を

めざして、生きがいのある人生を創造できる自由、平等で公正な社会」の実現をめざし、高

齢者の権利擁護や虐待の防止・解決等に向けた施策の推進を図ります。 

これらの高齢者施策を着実に推進していくため、施策全体の方向性と個々の事業とのつな

がりを明らかにして、施策展開の中で必要性や効果の低くなった事業は整理していくととも

に、新たに生じている課題に対して重点的に取り組んでいきます。また、事業の実施にあ

たっては、社会・経済状況を踏まえ、負担のあり方も含め、施策の目的がより効果的・効率

的に達成できるよう取り組みます。 

このような考え方のもと、本計画の基本的な考え方や施策の体系等は、第７期計画を承継

し、可能なかぎり連続性のある計画としており、市内で生活するすべての高齢者が、生きが

いを持って安心して生活できる環境を実現することをめざして本計画を策定しています。 
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また、介護保険制度においては、これまで「地域包括ケアシステムの推進」、「介護保険制

度の持続可能性の確保」に取り組んできましたが、今後もこの２点を深化・推進していく観

点から、必要な見直しを進めていきます。 

特に団塊世代が 75歳以上となる 2025(平成 37)年、さらには団塊ジュニア世代が 65歳以

上となる 2040(平成 52)年に向けて、大都市やその周辺都市、地方都市、中山間地域等、地

域によって高齢化の状況及びそれに伴う介護需要も異なってくることが想定され、地域の実

情に合わせた地域包括ケアシステムを深化・推進していくことが重要であることから、大阪

市においても各区の実情に応じて、関係機関や地域の住民と連携しながら、取組みを進めて

いきます。 

また、国による「地域共生社会」の実現に向けて、公的支援の従来の「縦割り」のサービ

ス提供体制から、「我が事」・「丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへの転換が求められてい

ます。大阪市においても「地域共生社会」の実現に向けて、相談機関・地域・行政が一体と

なった支援体制の充実を図るなど、「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制を整備すること

により、地域包括ケアシステムを深化・推進していきます。 

さらに、大阪市の 65歳以上高齢者のいる世帯に占めるひとり暮らし高齢者世帯の割合が

全都道府県・政令指定都市の中で最も高いという特性を踏まえ、「ひとり暮らし高齢者への

支援」についても本計画の重要な課題として位置づけていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」 

図表６－１－１ 地域包括ケアシステムの姿 

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス



（総論） 第６章 計画の基本的な考え方 

  71  

（２）高齢者施策推進の基本方針 

本計画では、これらの考え方をもとに、次の四点を基本方針とします。 

１．健康でいきいきとした豊かな生活の実現 

健康でいきいきとした豊かな生活を実現するため、高齢者が年齢にとらわれることなく

自由に主体的に活動し、自立した生活を送ることができるよう、健康づくり支援、生きが

いづくり支援や社会参加支援の充実に努めます。 

 

２．個々人の意思を尊重した生活の実現 

個々人の意思を尊重した生活を実現するため、生活環境や心身の状況等に応じて、でき

る限り住み慣れた地域での生活を続けることができるよう、また、高齢者本人の意思に基

づき、自立した生活を送ることができるよう、真に支援が必要な高齢者に対して、適切に

サービスが提供されるよう取り組みます。 

 

３．安全で快適な生活環境の実現 

安全で快適な生活環境を実現するため、高齢者が社会の一員として住み慣れた地域で自

立した日常生活や社会生活を営めるよう、住まいづくりや防災体制の充実とともに、「ひ

とにやさしいまちづくり」の推進に努めます。 

 

４．利用者本位のサービス提供の実現 

利用者本位のサービス提供を実現するため、高齢者自らの選択に基づき、安心してサー

ビスを利用できるよう、情報提供、総合相談、サービスへつなぐ支援や権利擁護に努めま

す。 
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 ２ 第８期計画における取組み方針 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

今回の介護保険法等の一部を改正する法律においては、高齢者の自立支援と要介護状態の

重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮

し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにするとされ、地域包括ケ

アシステムを深化・推進していくため、国では以下のような取組みが示されており、大阪市

においてもこれらの取組みを進めていく必要があります。 

 

 

①自立支援・介護予防・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組みの推進 

●自立支援、介護予防・重度化防止等の取組み 

 介護保険制度の理念である「自立支援、介護予防・重度化防止」を図るため、高齢者の

日常生活上の支援体制の充実・強化と高齢者の社会参加の推進に向けた取組みを通じて、

地域で暮らすすべての高齢者が、年齢を重ねても住み慣れた地域で自分らしい生活を送

ることができる取組みを進めていく必要があります。 

また、健康づくりに関する講座等の実施や口腔機能の維持・向上をはじめとした生活

習慣病の予防を進めていく必要があります。 

さらに、地域における生きがいづくりや社会参加を促進するとともに、様々な経験や

知識を活用し、地域の「担い手」として参画していただくことも重要です。 

●地域包括支援センターの機能強化 

 地域が抱える課題の解決に向け、様々な関係機関や専門職が連携・協働して取組んで

いくことが重要であり、その中核を担う地域包括支援センターの役割がますます重要と

なります。 

このため、必要な体制の整備や、認知症高齢者の課題に対応するための機能強化型の

設置など、地域包括支援センターの機能強化に取り組む必要があります。 

また、地域包括支援センターの事業に係る評価の結果から明らかになった課題や地域

包括支援センターに求められている役割やニーズに応じた研修の実施による地域包括支

援センター職員の質の向上、また、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを推進

するための介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上に取り組んでいきます。 

●ＰＤＣＡによる地域の実態の把握に基づく課題分析、目標設定と取組内容の検討 

 地域包括ケアシステムの深化・推進と介護保険制度の持続可能性の確保のためには、

保険者による地域課題の分析と対応が必要であり、保険者機能を抜本的に強化していく
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必要があることから、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組みである「地域マ

ネジメント」を推進していく必要があります。 

 「地域マネジメント」によって、「実態把握・課題分析⇒計画作成⇒取組みの推進⇒実 

績評価」のＰＤＣＡサイクルを繰り返し行うことが、保険者機能の強化に資する取組み

として求められています。 

 地域マネジメントでは、実態や課題を踏まえて、地域における共通の目標を設定し、関

係者間で共有しつつ、その達成に向けた活動を継続的に改善していくことが重要です。 

目標の達成状況について点検、評価、公表を行うとともに、国が設定する指標に基づい

て、自己評価と国への報告も必要となります。 

●地域ケア会議の課題の検討 

   地域包括ケアシステムの深化・推進を図っていくためには、個別課題の解決を図る地

域ケア会議に加えて、個別ケア会議から見えてきた課題を政策形成につなげるための取

組みが必要となります。 

また、適切なサービスにつながっていない高齢者個人の生活課題に対して、単に既存

サービスを提供するだけでなく、その課題の背景にある要因を探り、個人と環境に働き

かけることによって自立支援に資するケアマネジメントを、地域で活動する介護支援専

門員が推進できるよう支援することも重要です。 

●認知症施策の推進 

第７期計画期間では、2015(平成 27)年１月に国において策定され、2017(平成 29)年７

月に改訂された「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向

けて～」（新オレンジプラン）に基づき、総合的に認知症施策を推進していく必要があり

ます。 

認知症はすべての人にとって身近な病気であることを普及・啓発等を通じて社会全体

の共通認識とするため、認知症サポーターの養成や活動の支援などの取組みが必要です。 

また、認知症の容態の変化に応じて、最もふさわしい場所で必要な医療・介護等が適切

に提供される仕組みの構築が必要となります。 

さらに、認知症の人の介護者への支援については、地域の実情に応じた認知症カフェ

等の設置・運営を支援し、精神的・身体的負担を軽減する観点からの支援や、介護者の生

活と介護の両立を支援する取組みも重要となります。 

加えて、高齢者の虐待防止に向けた取組みや、成年後見制度やあんしんさぽーと事業

（日常生活自立支援事業）の利用の円滑化、市民後見人の養成・支援を強化するなどの取

組みを進める必要があります。 

②医療・介護の連携の推進等 

医療ニーズ及び介護ニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えていくため、在宅医療・介護
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連携のための体制を充実させることが必要となります。 

また、医療・介護関係者については、相互理解や知識を深め、職種間の連携を十分に図っ

ていくために、「顔の見える関係」を構築し、多職種連携を図るなど、地域の実情に応じた

切れ目のない在宅医療・介護連携の仕組みづくりを進めていく必要があります。 

さらに、地域住民に対しては、医療・介護サービスについて理解を深めてもらえるよう、

的確な情報提供及び分かりやすく丁寧な説明を行っていくことが重要です。 

③地域共生社会の実現に向けた取組みの推進等 

●地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり 

高齢者を取り巻く福祉課題は複雑化・多様化・深刻化しており、それらに対応するため

には、高齢者の支援機関だけでなく、様々な施策分野の関係機関が連携し、課題を解決す

る仕組みづくりに取り組む必要があります。 

国においては、地域包括ケアの理念を普遍化し、高齢者のみならず、障がい者や子ども

など、生活上の困難を抱える要援護者が地域において自分らしく暮らすことができるよ

う、2018(平成 30)年４月１日施行の改正社会福祉法において、市町村が包括的な支援体

制の整備に努めることが規定されました。 

生活困窮状態にある高齢者など、複合化・複雑化した課題を抱える個人や世帯に対す

る適切な支援・対応を行うために、相談支援機関・地域・行政が連携し、総合的な相談支

援体制を整備していく必要があります。 

このような行政による体制整備だけではなく、地域で生活している人にしか見えない

地域の生活課題、身近でなければ早期発見が難しい問題を見つけ、迅速に対応するため

には、地域住民による見守り・支援機能の充実が不可欠であることから、協働して取組ん

でいくことが重要です。 

●多様な担い手の育成・参画 

将来のサービス利用者の増加に伴う福祉専門職の不足に対応するため、福祉・介護サー

ビス事業者への支援や研修を充実させることにより、福祉専門職の育成・確保を進めて

いくことが必要です。あわせて、福祉に関する理解促進や福祉専門職のイメージアップ

を図るなど、福祉の仕事の魅力を伝え、将来の職業選択へつなげるよう、福祉教育にも計

画的に取組むことも重要となります。 

また、生活支援等の担い手については、生活支援コーディネーターや協議体が中心と

なり、「支える側」と「支えられる側」という画一的な関係性に陥ることがないよう高齢

者の社会参加等を進め、地域住民が共に支え合う地域づくりを進めていく必要がありま

す。 
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（２）大阪市の高齢者施策の体系 

 

本計画においては、大阪市の高齢者施策の基本方針に基づき、「地域包括ケアシステム

の深化・推進」に向けた次の５つの重点的課題に向けた取組みを推進します。 

 

 【基本方針】 【重点的な課題と取組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

高齢者の地域包括ケアの 

推進体制の充実 

個々人の意思を 

尊重した生活の実現 

健康でいきいきとした 

豊かな生活の実現 

利用者本位の 

サービス提供の実現 

安全で快適な 

生活環境の実現 

認知症施策の推進 

介護予防・健康づくりの 

充実・推進 

地域包括ケアの推進に向けた 

サービスの充実 

高齢者の多様な住まい方の支援 
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図表６－２－１ 重点的な課題に向けた取組みの体系 

 

重点的な課題と取組み 個別の施策 

高齢者の地域包括ケア
の推進体制の充実 

 在宅医療・介護連携の推進 

 地域包括支援センターの運営の充実 

（地域ケア会議の推進） 

 地域における見守り施策の推進 

（孤立化防止を含めた取組み） 

 複合的な課題を抱えた人への支援体制の充実 

 ひとり暮らし高齢者への支援（再掲） 

 権利擁護施策の推進 

認知症施策の推進 
  

  

介護予防・健康づくり
の充実・推進 

 一般介護予防事業の推進（介護予防・重度化防止の推
進） 

 健康づくりの推進 

 保健事業と介護予防の一体実施 

 高齢者の社会参加と生きがいづくり 

 ボランティア・ＮＰＯ等の市民活動の支援 

地域包括ケアの推進に
向けたサービスの充実 

 介護予防・生活支援サービス事業の充実 

 生活支援体制の基盤整備の推進 

 介護給付費等対象サービスの充実 

 介護保険サービスの質の向上と確保 

 在宅支援のための福祉サービスの充実 

 介護人材の確保及び資質の向上 

高齢者の多様な住まい
方の支援 

 多様な住まい方の支援 

 高齢者の居住の安定に向けた支援 

 施設・居住系サービスの推進 

 住まいに対する指導体制の確保 

また、高齢者施策を総合的に推進するため、「重点的な課題と取組み」を含め、高齢者

に関わる保健福祉施策及び介護保険事業、並びにそれ以外の高齢者に係る各施策につい

て、具体的な施策を推進します。 
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３ 日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域の基本的な考え方 

 

日常生活圏域は、高齢者が住み慣れた地域で継続して生活できるよう、地理的条件、人

口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備

の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域をいい、介護保険事業計画において設

定することとなっています。（介護保険法第117条第２項第１号） 

この日常生活圏域は地域包括ケアシステムの基礎となる区域であり、国においては概ね

30分以内に必要なサービスが提供される範囲としています。また、地域包括支援センター

の設置区域との整合性にも配慮するものとされています。 

 

（２）大阪市における日常生活圏域の設定 

 

政令指定都市である大阪市の場合においては、各種サービスにおける提供の基本となる

単位は行政区であることを踏まえ、第３期介護保険事業計画より日常生活圏域を行政区単

位（24圏域）としてきました。 

しかしながら、介護保険事業における日常生活圏域として捉えた場合、今後、地域包括

ケアシステムの深化・推進にあたって、高齢者のニーズに基づく地域の課題を解決するに

は行政区単位では広範であることから、日常生活圏域について見直しを図る必要がありま

す。 

これまで、大阪市では、よりきめ細かなニーズ把握とそれに対応する高齢者支援のネッ

トワークを構築できるよう、高齢者人口（概ね１万人に１か所）や地域性を考慮した担当

圏域として地域包括支援センター（66か所）を設置し、高齢者に関する総合相談を実施す

る中で、それぞれの圏域で高齢者をとりまく現状について把握するとともに、地域ケア会

議等を通じて高齢者課題を整理・分析し、課題解決に向けて地域と連携して取り組んでき

ました。 

今後、地域包括ケアシステムの深化・推進を円滑に進めていくためには、地域の実情に

応じた取組みを進めていくことが必要不可欠であり、その中で、地域包括支援センターは

地域包括ケアの中核的な役割を担うことが求められています。 

このため、それぞれの地域包括支援センターが担当する圏域（66圏域）を日常生活圏域

とし、高齢者の身近な課題に対して取組みを進めていくこととし、在宅医療・介護連携の

推進や認知症の方への支援等の行政区単位の事業については、地域包括支援センターとの

より一層の連携を図りながら、高齢者施策を推進していきます。 
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図６－３－１ 大阪市における日常生活圏域 
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